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世界保健機関（WHO）は，1999年に医師は健

康な生活のモデルとして喫煙すべきではなく，ま

た患者の喫煙も黙認すべきでないことを提唱して

いる1)．また，医師の禁煙指導が患者の喫煙行動

に大きく影響することが報告されており，医師の

喫煙防止の姿勢が重要視されている2,3)．日本医

師会は，2000年に会員自身の喫煙行動と患者に

対する禁煙指導に関する最初の全国調査を実施

し，男性医師の喫煙率は27.1，女性医師の喫煙

率は6.8と報告した4,5)．

この結果を受けて，日本医師会は2003年に

「禁煙推進に関する日本医師会宣言（禁煙日医宣

言）」を発表し，医師および医療関係者の禁煙を

推進すること，医療機関および医師会館の全館禁

煙を推進することを提唱した6)．

2004年には日本医師会員を対象とした 2 回目

の喫煙疫学調査が実施された7)．本稿では，2 回

の調査結果を比較検討しながら，日本医師会会員

の喫煙行動と喫煙に対する態度について概説す

る．

日本医師会員j対X‘›ï¬ôÄ調査

2000年，2004年の 2 回の調査ともに同一の方

法がとられた．調査対象者はいずれも日本医師会

員であったものの中から選ばれた男性3,000名，

女性1,500名であり，調査ごとに無作為に抽出さ

れた．データの回収は対象者に自記式調査票，調

査協力依頼状，返信用中封筒，調査票用小封筒の

4 点を郵送し，記入した調査票を調査票用小封筒

に密封し，さらにそれを返信用中封筒に入れて日

本医師会宛に返送してもらう方式で行った．

調査票の項目は，◯過去および現在の喫煙状

況，◯喫煙に対する考え方，◯ Fagerstrom Tole-

rance Questionnaire (FTQ)8)の日本語訳 8 項目9)，

◯医療機関内での禁煙対策状況，◯患者への禁煙

指導状況，◯性，年齢，診療科目，勤務状況など

の個人情報の33項目であった．FTQ は，血中ニ

コチン濃度と FTQ の合計点数との間に相関がみ

られることによって，その妥当性が示されてい

る10)．

現在の喫煙状況について，「毎日吸っている」

あるいは「時々吸う」と回答した者を現在喫煙者

と定義して解析を行った．過去に 6 ヵ月以上の

喫煙習慣を有し，かつ現在喫煙者に該当しない者

を過去喫煙者と定義した．また，FTQ スコア 4





表 日本医師会員m喫煙状況（)

年 齢 階 級
計

～ ～ ～ ～ ～ ～

男性

年 n       ,

現在喫煙者 . . . . . . .

ニコチン依存者 . . . . . . .

過去喫煙者 . . . . . . .

年 n       ,

現在喫煙者 . . . . . . .

ニコチン依存者 . . . . . . .

過去喫煙者 . . . . . . .

検定† ns ns p＜. ns p＜. p＜. p＜.

検定# ns ns ns ns ns ns ns

女性

年 n       ,

現在喫煙者 . . . . . . .

ニコチン依存者 . . . . . . .

過去喫煙者 . . . . . . .

年 n       ,

現在喫煙者 . . . . . . .

ニコチン依存者 . . . . . . .

過去喫煙者 . . . . . . .

検定† ns ns ns ns p＜. ns ns

検定# ns ns ns ns ns ns ns

FTQ 4 点以上とした．
† 2000年と2004年の現在喫煙者率の有意差について x2 検定を行った．
# 2000年と2004年のニコチン依存者率の有意差について x2 検定を行った．

ns: not signiˆcant (文献 7 より引用)
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点以上をニコチン依存者と定義した．

男女別m現在喫煙率gÇ¯½ï依存率

表に日本医師会員の2000年と2004年の喫煙

状況を示す．2004年の男性の現在喫煙率は21.5

であり，2000年の27.1に比べて有意に低値であ

った．男性の2004年の現在喫煙率については，

40歳代，60歳代，70歳以上の年齢階級において

2000年に比べて有意に低い値を示した．女性の

現在喫煙率は5.4であり，2000年の6.8と統計

学的有意差は認められなかった．ただし，女性の

2004年の現在喫煙率のうち，60歳代においては

有意に低い値を示した．2004年の年齢階級別の

現在喫煙率では男女共通して30歳代がもっとも

高い値を示した．わが国の一般国民を対象にした

複数の調査においても，男性の喫煙率は年々確実

に減少してきているのに対して，女性の喫煙率は

おおむね横ばいで推移していることが報告されて

おり11,12)，医師の喫煙率においても同様の傾向で

あることが今回の調査によって明らかになった．

男性において喫煙率の低下は認められたが，米

国の 3～513～15)，英国の 4～516,17)，ニュー

ジーランドの 518)に比べるとまだまだ高い状況

にある．わが国の女性医師の喫煙率は，米国，英

国と同程度に低いものであることが前回の調査に

おいて示されたが，女性の場合は元々の喫煙率が

低いために2000年と2004年との間に統計学的有





表 診療科別現在喫煙率

内科
呼吸
器科

循環
器科

消化
器科

外科
整形
外科

小児科
産婦
人科

精神科 皮膚科
泌尿
器科

眼科
耳鼻
咽喉科 \m他

男性

年 n ,             

（） . . . . . . . . . . . . . .

検定p＜.p＜.p＜. ns p＜. ns ns ns ns ns p＜. ns ns ns

年 n ,             

（） . . . . . . . . . . . . . .

検定 ns p＜.p＜. ns ns ns ns ns ns ns ns ns ns ns

検定† p＜. ns ns ns p＜. ns ns ns ns ns ns ns p＜. ns

女性

年 n              

（） . . . . . . . . . . . . . .

検定 ns ns ns ns ns ns ns ns ns ns ns ns ns ns

年 n              

（） . . . . . . . . . . . . . .

検定 ns ns ns ns ns ns p＜. ns ns ns p＜. ns ns ns

検定† ns ns ns ns ns ns p＜. ns ns ns ns ns ns ns

調査年別に各診療科の現在喫煙者率の有意性を x2 検定により検討した．
† 診療科別に2000年と2004年の現在喫煙者率の有意差について x2 検定を行った．

ns: not signiˆcant (文献 7 より引用)

日本循環器学会専門医誌 循環器専門医第巻第号 年月

意性をもって減少することはむずかしいものと考

える．

2004年のニコチン依存率は男性12.0，女性

1.9であり，2000年のそれぞれの値と有意差は

みられなかった．男性の現在喫煙率は低下したに

もかかわらず，ニコチン依存率については高いま

まであり，今後に課題を残す．

担当診療科別m現在喫煙者率

表に担当診療科別の現在喫煙者率を示す．2

回の調査に共通して男性の呼吸器科，循環器科で

は他科に比べて有意に低値を示した．肺癌，慢性

閉塞性肺疾患，虚血性心疾患などの喫煙と関連が

深い疾患を担当する医師はみずからも喫煙しない

傾向にあることが，再現性をもって示された．

2000年と2004年の比較においては，男性の耳鼻

咽喉科医において有意な喫煙率の減少が認められ

た．耳鼻咽喉科医は，喉頭癌，舌癌などの喫煙と

深く関連する悪性腫瘍の診療に従事するために，

喫煙による健康被害を実感しやすく，そのことが

喫煙率の低下に影響しているのかもしれない．

女性では小児科医は他科に比べて現在喫煙率が

有意に低い値を示した．また，4 年前に比べても

有意に低くなった．小児科医は生活習慣を獲得し

ていく途上にある小児と接する機会が多いため，

自分自身が喫煙しない姿勢を示すことが重要と考

える人が増えたのかもしれない．

喫煙j対X‘態度

表に喫煙に対する考え方，患者への禁煙指導

とその内容，禁煙指導の障害のそれぞれの質問の

回答に該当する者の割合を示す．「医師は立場上

喫煙すべきではない」，「患者は喫煙すべきではな

い」と考えている者は男女ともに 4 年前に比べ

て有意に増加した．「禁煙の必要な患者に禁煙指

導する」と回答した者は 4 年間で有意な変化は

認められなかった．しかしながら，「具体的に患

者がたばこをやめるために目標の日時を設定し診





表 調査年別m日本医師会員m喫煙j対X‘考G方g態度（)

男 性 女 性

年
（n＝,）

年
（n＝,）

検定
年

（n＝,）
年

（n＝,）
検定

喫煙に対する考え

医師は立場上喫煙すべきでない . . p＜. . . p＜.

患者は喫煙すべきでない . . p＜. . . p＜.

患者への禁煙指導とその内容

新患には必ず喫煙歴を必ずきく . . ns . . ns

喫煙の問診結果はカルテに記載 . . ns . . p＜.

禁煙の必要な患者に禁煙指導する . . ns . . ns

禁煙指導は分以上する . . ns . . ns

患者に喫煙の危険性を具体的に説明する . . ns . . ns

具体的に患者がたばこをやめるために目
標の日時を設定し診療・指導する . . p＜. . . ns

患者に教材を与え，患者自身が自力で禁
煙できるように指導する . . p＜. . . p＜.

専門医を紹介している . . p＜. . . p＜.

禁煙補助剤を処方している . . p＜. . . p＜.

禁煙の進み具合を定期的にチェックする
ための外来受診日を設定する

. . p＜. . . ns

禁煙指導の障害

時間がかかる . . p＜. . . p＜.

カウンセリングが診療報酬で保証されて
いない . . p＜. . . p＜.

喫煙問題は自分に関係ない . . ns . . ns

喫煙問題について十分な教育を受けてい
ない . . ns . . ns

成功したケースをみたことがないため無
駄である . . p＜. . . ns

患者がはじめから指導を拒否している . . ns . . ns

2000年と2004年の有意差について x2 検定を行った．

ns: not signiˆcant (文献 7 より引用)
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療・指導する」と「禁煙の進み具合を定期的にチ

ェックするための外来受診日を設定する」のそれ

ぞれを行っている者は男性において有意に増加

し，「患者に教材を与え，患者自身が自力で禁煙

できるように指導している」，「専門医を紹介して

いる」，「禁煙補助剤を処方している」のそれぞれ

においては，男女共通して有意に増加した．

これらの結果から，この 4 年間で喫煙を否定

する人が増えてきていることに加えて，具体的内

容を伴った禁煙指導を行う頻度も増えてきている

ことがうかがえる．日本医師会の禁煙キャンペー

ンを含めた種々の啓蒙活動が効果を表しているも

のと考える．

しかしながら，「時間がかかる」，「カウンセリ

ングが診療報酬で保証されていない」などの禁煙

指導の障害を訴える者も増加した．これについて

は，具体的な禁煙指導が増えた結果と併せて考え

ると，実際に禁煙指導を行ったところ，改めてこ

れらの障害に直面した，あるいは実感した者が増

えたためと推測する．

表に施設の喫煙防止対策の状況を示す．「何

もしていない」，「禁煙タイムを設定している」，

「喫煙コーナーを指定している」と回答した者が

それぞれ有意に減少した．一方，「院内全面禁煙

にしている」と回答した者は有意に増加した．本

調査は日本医師会員の中から対象者を無作為に抽





表 施設m喫煙防止対策（)

年（n＝,） 年（n＝,） 検定

何もしていない . . p＜.

禁煙タイムを設定している . . p＜.

喫煙コーナーを指定している . . p＜.

院内全面禁煙にしている . . p＜.

2000年と2004年の有意差について x2 検定を行った．

ns: not signiˆcant (文献 7 より引用)
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出したため，同一の施設から複数の対象者が選択

されている例がありうる．そのために表に示し

た施設の喫煙防止対策については，施設ごとの喫

煙防止の実施率を表したものではない．

しかしながら，対象者の所属する施設の喫煙防

止対策の概略を知ること，とくに 4 年間の施設

での喫煙防止対策の変化を知ることにおいては多

大な意味を有している．以上の点を踏まえて結果

を解釈すると，「院内を全面禁煙にしている」施

設が著しく増加した一方で，「禁煙タイムを設定

している」や「喫煙コーナーを指定している」な

どの時間的・空間的分煙を行っている施設や「何

もしていない」施設が減少していることがうかが

える．この結果には，医療機関内での全面禁煙を

提唱した禁煙日医宣言や，公共施設内での受動喫

煙の防止を規定した健康増進法の施行の影響が如

実に反映されているものと考える．

I • Œ j

日本医師会員の喫煙行動と喫煙に対する態度に

関する調査は，2000年に第 1 回目が実施され，

今回の2004年に実施された調査は 2 回目とな

る．日本では医師の喫煙率について数年間を隔て

て調査し，比較した全国規模の研究はこれまでに

報告がなく，これら一連の調査が最初のものとな

る．また，日本医師会はわが国の医師の約60

が入会している組織であり，この会員から無作為

に抽出して行った 2 回の調査の結果は，日本の

医師全体の喫煙行動や喫煙に対する態度を知るう

えで重要な情報を与えるものである．経年的にこ

うした喫煙疫学調査が実施され，その結果が喫煙

防止啓発活動に活かされていくことが重要であ

る．
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